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「県内中小企業の首都圏等への販路開拓支援サービス」の申請及び誓約について
財団が行う「県内中小企業の首都圏等への販路開拓支援サービス」について、下記の書類を添えて申請します。
　また、当社は本サービスの提供を受ける者として下記６．に定める不適当な者のいずれにも該当しません。

　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
記

	１．自社製品の概要（別紙）

２．直近２期分の決算書類

３．製品カタログ、製品説明資料
４．既存取引先リスト(任意)
５．県税の納税証明書（県が課税する全税目に未納税額のない証明。3ヶ月以内発行。）

  ※県税の納税証明書は写しでも可
６．本サービスの提供を受ける者として不適当な者
（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有しているとき


(別紙)様式第１号関係
自社製品の概要
	製品名
	

	＜製品の内容＞

＜競合品・従来品に比べて製品が優れている点＞

＜製品の価格設定について＞
(全て税込価格です)
＜対象としている市場・顧客＞
(現在の主要取引先・業種・エリア)
(今回の事業におけるターゲット(業種・エリア・規模・担当部署))
＜現在の販路開拓活動状況＞
(現在の新規販路開拓の手段と実績)
(抱えている営業課題)

＜実施体制＞
(今回の事業における営業体制)



(留意事項)
・記載いただいた情報は、営業代行会社と共有させていただきますので、予めご了承ください。

